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再開発勉強会有志 
 

住友再開発における「数字の演出」問題 
 
過去の「かわら版」では準備組合による「数字の演出」への注意

喚起を行って来ました。しかし、これは三田５丁目の「準備組合」

固有の問題と言うよりも、住友不動産が関与する都内各地の 

再開発現場で起きている問題であることがわかって来ました。 

 

最近でも朝日新聞が 11/18付夕刊で「虎ノ門１丁目」で発生した

同意者の水増し問題を大きく報じていますので是非ともご覧下

さい。ここも住友不動産が、他２社と展開する再開発事業です。 

また中野区内のある現場では、不当に演出された「合意形成」

を根拠に都市計画決定の申請が行なわれようとしたことが発覚

し、住民団体が準備組合を相手取り、民事訴訟にまで発展して

います。ここも住友不動産が、他１社と進める再開発事業です。 

泉岳寺でも「準備組合加入率」が不当に高く演出される仕組み

が解明されました。問題が各地で次々と表面化しています。 

 

再開発業者による「数字の演出」は深刻な問題 
「地権者の同意率」を始め、各種数字を正確に算出することは

再開発事業の是非を決める上での最も重要な要素です。 

もし再開発事業者が、意図的に事実と異なる数字を演出し、そ

の数字が既成事実として一人歩きするような事態となれば、そ

れこそすべての再開発事業は「出来レース」となりかねません。 



地域住民が団結して会を結成し 

港区長へ調査を申し入れました！ 
 

このような事態を危惧した区内７つの住民団体が団結し、本年

９月に「再開発・区民の会」を結成し区長へ届け出ました。区内

の再開発事業が公平・公正、且つ透明性ある形で進むことを協

同で検証すると共に、問題が確認された場合には「地域住民」と

して団結して対応にあたることとなりました。（因みに７団体の内、

６団体は住友再開発に関連する住民団体です。当勉強会も仲

間入りしています） 

その活動の一環として、当地で先日報じられた「同意率が 70%を

超えました」の客観的根拠の調査依頼も含め、同会では、住友

再開発の各現場で「数字の水増し」が疑われていることを問題

視し、港区長へ調査依頼書を提出して客観的事実に基づく回答

を求めています。 

冒頭でも記しました通り、「数字の水増し」問題は、もはや各地

の「準備組合」固有の問題ではなく、住友不動産の組織的な関

与があるのではとの位置づけです。 
 

三田５丁目地区における再開発問題も、今後は「一地域の問題」

として内々に処理しようとせず、論点を一般社会へ広く公開し、

「地域住民」や「区民」も注目する中で、行政による積極的な対

応もお願いしながら解決を図って行く所存です。再開発は区民

の税金も投入される公共性の高い事業ですから、これを行なう

ことは当然のことではないでしょうか？ 
 

「再開発・区民の会」が結成され、狭い地域の問題を、広く世間

へ知って貰う仕組みが出来たことは、当地区にとっても一歩前

進です。 
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